
 

四日市市内人流等分析調査業務委託 仕様書 

 

１．業務の目的 

 本業務は、四日市市の花火大会開催日や中心市街地等における人流データを収集・分析し、

市内の様々なエリアの利用状況や利用者の属性を明らかにするとともに、来訪者の動向を把

握し、今後の施策の企画立案・効果検証の基礎資料を作成することを目的とする。 

 

２．業務の履行期間 

 契約の日から令和９年３月３１日まで 

 

３．業務内容 

 業務内容は、以下のとおりとする。 

（１） 人流データの収集・分析 

以下の人流データを収集し、結果をとりまとめ分析を行う。なお、データの収集方法は

通信キャリアを問わず携帯電話やスマートフォン、タブレット端末などの位置情報が取得

できるデータを活用し、集計方法を委託者と協議し決定すること。 

 

① 四日市花火大会の開催による人流動向調査 

 四日市花火大会の開催時にどこから花火が観覧されているかを把握し、翌年度以降

の企画・運営に生かすための調査を行う。 

   ＜調査内容＞ 

   ・調査対象日 令和８年８月３０日（日） ※天候により日程が変更になる可能性有 

   ・調査時刻  １２時００分から２４時００分まで（１時間間隔） 

   ・調査エリア ３０エリア程度 （別紙①：令和７年度調査エリア図①を参照） 

   ・調査項目  来訪者属性（性別、年代、居住地など）、時間別来訪者数、 

滞在時間別来訪者数など 

 

② 四日市市内の動向調査 

 四日市市の中心市街地における人流分析を行い、今後の施策の企画立案・効果検証

のための調査を行う。 

＜調査内容＞ 

   ・調査期間  （ア）令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの四半期別、 

曜日別などの期間 

          （イ）委託者が指定する特定イベント等の開催日２日間程度 

   ・調査時刻  調査期間別、０時００分から２４時００分まで（１時間間隔）など 

   ・調査エリア １２エリア程度 （別紙②：令和７年度調査エリア図②を参照） 



 

   ・調査項目  来訪者属性（性別、年代、居住地など）、時間別来訪者数、 

滞在時間別来訪者数など 

※①②の調査条件については、委託者と協議の上、最終決定すること。 

 

＜企画提案事項＞ 

・当業務に使用するツールを提案するとともに、その強みについて具体的に示すこと。 

・人流分析を実施した際に、どのようなデータが収集できるか事例を示し、①②の分析

における強みを示すこと。 

・①②の調査内容以上に収集・分析できるデータがあれば提案すること。 

・その他当業務において、効果的と思われる独自提案をすること。 

 

＜留意事項＞ 

・調査において取得するデータは個人が特定されないように匿名化した状態で扱うこと。 

・集計において、推計等を含む場合は、推計方法等を明確に示すこと。 

・調査データ及び分析結果に関して、誤差等が生じる要因を示すこと。 

・独自提案も含め当業務委託に係る一切の経費は、委託料に含めること。 

 

（２） 報告書の作成 

調査・分析を行った結果をとりまとめた報告書を作成すること。報告書の作成にあたっ

ては、グラフや図表等を活用し、調査結果に基づく分析を行うとともに、次年度以降に経

年変化を調査することを見据えたとりまとめに留意してわかりやすく示すこと。さらに、

他の統計データなどと比較するなどし、考察を行うこと。 

 

６．成果品 

  受託者は業務を完了して、以下に定める成果品を本市に提出して検査を受けるものとし、

本市から本業務に適合しないとして修正の指示があった場合には、速やかに修正を行うも

のとする。 

【成果品】 

（１） 実績報告書 ２部 

（２） 実績報告書 電子データ １部 

報告書のデータをＰＤＦ、Ｗｏｒｄ及びパワーポイントに加工し、電子記憶媒体に保

存すること。 

（３） 制作したデータ（素材を含む） 一式 

 



 

７．支払方法 

  完了払 

 

８．権利関係 

 （１）本業務における成果物の取扱い 

   ①本業務の履行に係る成果物の所有権は全て市に帰属する。 

   ②成果物が著作権法（昭和 45 年法律第 48 条）第 2 条第 1 項第 1 号に規定する著作物

（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物にかかる受託者の著作

権（著作権法第 21 条から第 28 条までに規定する権利）を当該著作物の引き渡し時

に市に無償で譲渡するものとする。 

 （２）著作権・知的財産権の使用 

   ①本業務の履行に際し、第三者の著作権、特許権、その他権利を使用する場合は、受

託者がその使用に関する一切の責任、費用負担を負うものとする。 

③ 上記にかかわらず、市がその方法を指定した場合はその限りではない。 

 

９. 個人情報の取り扱いに関する事項 

この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含

む個人情報をいう。）を含む。）を取り扱う場合においては、個人情報の漏えい、滅失又は改

ざんをすることのないよう適正な管理を行うほか、別に定める「個人情報取扱注意事項」

を遵守すること。 

 

１０．暴力団等不当介入に関する事項 

（１）契約の解除 

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成 20 年四日市市告示第 28

号）第３条又は第４条の規定により、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準に基づ

く入札参加資格停止措置を受けたときは、契約を解除することがある。 

 

（２） 暴力団等による不当介入を受けたときの義務 

① 不当介入には、断固拒否するとともに、速やかに警察へ通報並びに業務発注所属へ

報告し、警察への捜査協力を行うこと。 

② 契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂行に支障が生じたり、

納期等に遅れが生じるおそれがあるときには、業務発注所属と協議を行うこと。 

③ ①②の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準に基づく入

札参加資格停止等の措置を講ずる。 

 

１１．障害者差別解消に関する事項 

（１）対応要領に沿った対応 

① この契約による事務・事業の実施（以下「本業務」という。）の委託を受けた者（以下

「受託者」という。）は、本業務を履行するに当たり、障害を理由とする差別の解消の推



 

進に関する法律（平成２５年法律第６５号。以下「法」という。）に定めるもののほか、

障害を理由とする差別の解消の推進に関する四日市市職員対応要領（平成２９年２月２

８日策定。以下「対応要領」という。）に準じて、「障害を理由とする不当な差別的取扱い

の禁止」及び「社会的障壁の除去のための合理的な配慮の提供」等、障害者に対する適切

な対応を行うものとする。 

② ①に規定する適切な対応を行うに当たっては、対応要領に示されている障害種別の特性

について十分に留意するものとする。 

 

（２）対応指針に沿った対応 

上記（１）に定めるもののほか、受託者は、本業務を履行するに当たり、本業務に係る対

応指針（法第１１条の規定により主務大臣が定める指針をいう。）に則り、障害者に対して

適切な対応を行うよう努めなければならない。 

 

１２．その他 

（１）本業務により得られた成果品、資料及び情報等は、本市の許可なく他に公表、貸与、

使用、複写、遺漏してはならない。 

（２）受託者は、本業務中に生じた事故に対して一切の責任を負うものとし、事故状況等を

速やかに委託者に報告しなければならない。また、損害賠償の請求があった場合には、

受託者が事故の責任において一切を処理するものとする。 

（３）業務完了後に、受託者の責に帰すべき事由による成果品の不良個所があった場合は、

受託者は速やかに必要な修正、補足等の措置を行うものとし、これにかかる経費は受

託者の負担とする。 



 

〔別紙〕 

個人情報取扱注意事項 

（基本事項） 

第１ この契約による業務の委託を受けた者（以下「乙」という。）は、この契約による業務を行

うに当たり、個人情報を取り扱う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益

を侵害することのないようにしなければならない。 

（受託者の義務） 

第２ 乙及びこの契約による業務に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事者」と

いう。）は、当該業務を行うに当たり、個人情報を取り扱うときは、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）第６７条に規定する義務を負う。 

２ 乙は、この契約による業務において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を指揮監

督しなければならない。 

（秘密の保持） 

第３ 乙及び乙の従事者は、この契約による業務を行うに当たって知り得た個人情報を当該業務

を行うために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。 

２ 乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要な措置

を講じなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（適正な管理） 

第４ 乙は、この契約による業務に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他の個人

情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。 

３ 管理責任者は、個人情報を取り扱う業務の従事者を必要な者に限定し、これらの従事者に対

して、個人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。 

４ 四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況等に関

し、乙に対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるものとする。こ

の場合において、甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、乙は、その指示に従

わなければならない。 

（収集の制限） 

第５ 乙及び乙の従事者は、この契約による業務を行うために、個人情報を収集するときは、当

該業務を行うために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

（再委託の禁止） 

第６ 乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による業務を第三者に委託し、

又は請け負わせてはならない。 

２ 乙は、前項の承諾により再委託（下請を含む。以下同じ。）する場合は、再委託先における個

人情報の適正な取り扱いのために必要な措置を講じなければならない。 

３ 前項の場合において、乙は、再委託先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関する契

約を交わすものとする。 

（複写、複製の禁止） 

第７ 乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による



 

業務を行うに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資料等」とい

う。）を複写し、又は複製してはならない。 

（持ち出しの禁止） 

第８ 乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複写又

は複製したものを含む。第９において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持ち出しては

ならない。 

２ 甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、持ち

出し先、輸送方法等を書面により確認するものとする。 

３ 前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がアクセス

できないようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は管理し、漏え

い、滅失及びき損の防止その他適切な管理を行わなければならない。 

（資料等の返還） 

第９ 乙は、この契約による業務を行うに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資

料等を、当該業務の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲

の指示により廃棄し、又は消去する場合を除く。 

２ 前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法により行

うものとする。 

（１）紙媒体  シュレッダーによる裁断 

（２）電子媒体 データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の破砕 

３ 乙は、第６の規定により甲の承諾を得てこの契約による業務を第三者に委託し、又は請け負

わせたときは、当該業務の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲に返還し、又

は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示により、乙又は第三者が資料等を廃棄し、又

は消去する場合を除く。 

４ 前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、乙は、

当該資料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。 

（研修・教育の実施） 

第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、この契

約による業務における個人情報の適正な取扱いに資するための研修・教育を行うものとする。 

（苦情の処理） 

第１１ 乙は、この契約による業務を行うに当たって、個人情報の取扱いに関して苦情があった

ときは、適切かつ迅速な処理に努めるものとする。 

（定期報告及び事故発生時における報告） 

第１２ 乙は、甲から個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直ちに報告し

なければならない。 

２ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知

ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 （監査及び検査） 

第１３ 甲は、この契約による業務に係る個人情報の取扱いについて、この契約の規定に基づき

必要な措置が講じられていることを検証及び確認するため、乙及び第６の規定により甲の承諾

を得てこの契約による業務を受託し、又は請け負った第三者に対して、監査又は検査を行うこ



 

とができる。 

２ 甲は、前項の目的を達するため、乙に対して必要な情報を求め、又はこの契約による業務の

処理に関して必要な指示をすることができる。 

（契約解除及び損害賠償） 

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、

契約の解除及び損害賠償の請求をすることができる。 

 

 

 


